
奉仕活動･体験活動関連連携事業･連携施策

府省･団体名 事業・施策名 連携・協力先 頁

内閣府 ボランティアキャラバン 継続 ・ボランティア 1

・市民活動団体

ボランティア情報誌「ヤッテボラ 継続 ・関係省庁 2

ン」 ・地方公共団体

警察庁 全国地域安全運動 継続 ・防犯協会 3

・地方公共団体

・地域安全ボランティア団体

・地域安全に関する取組を推進している

団体

少年による街頭犯罪等を抑止する 新規 ・地方公共団体 4

ための地域住民活動の活性化 ・教育機関等

・保護司（会）

・ボランティア関係団体

・企業 等

少年を守る環境浄化重点地区活動 継続 ・全国少年補導員協会 5

・地区少年補導ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体

・ＰＴＡ団体

・地方公共団体の青少年育成関係部署及

び教育委員会

交通安全国民運動中央大会 継続 ・内閣府、文部科学省、国土交通省、総 6

務省

・ 財）全国安全会議（

・ 社）全国交通安全母の会連合会（

中学生に対する体験型交通安全教 継続 ・地方公共団体 7

育推進及び教育リーダー育成事業 ・教育委員会

地域交通安全活動推進委員制度 継続 ・地方公共団体 8

・教育委員会

文部科学省 地域と学校が連携協力した奉仕活 拡充 ・奉仕活動･体験活動の場の提供に関する 9

動・体験活動推進事業 取組を実施している団体

・ボランティア推進団体

・企業

・各種教育関係団体

・各府省の地方機関及び地方公共団体

豊かな体験活動推進事業 拡充 ・事業者 10

・行政機関

・関係団体 等

青少年長期自然体験活動推進事業 継続 ・農林水産省 11

省庁連携子ども体験型環境学習推 継続 ・国土交通省、水産庁、農林水産省、林 12

進事業 野庁、中小企業庁、環境省



府省･団体名 事業・施策名 連携・協力先 頁

･ 「子どもの水辺」再発見プロジェ 継続 ・文部科学省、国土交通省、環境省 13文部科学省 国土交通省

･ クト環境省

･ 子どもたちの海・水産業とのふれ 継続 ・文部科学省、水産庁 14文部科学省 農林水産省

あい推進ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

･ 「あぜ道とせせらぎ」づくり推進 継続 ・文部科学省、農林水産省 15文部科学省 農林水産省

プロジェクト

･ 森の子くらぶ活動推進プロジェク 継続 ・林野庁、文部科学省 16林野庁 文部科学省

ト

､ 子どもﾊﾟｰｸﾚﾝｼﾞｬｰ事業 継続 ・環境省、文部科学省 17環境省 文部科学省

厚生労働省 勤労者のボランティア活動参加の 継続 ・都道府県の経営者団体 18

ための環境整備 ・ＮＰＯ・ボランティア支援団体

・地方公共団体

農林水産省 子どもたちの農業･農村体験学習 新規 ・文部科学省、厚生労働省 19

推進事業

野菜消費構造改革対策推進事業 継続 ・教育委員会 20

・小・中学校 等

･ いきいき･海の子･浜づくり 継続 ・文部科学省、国土交通省 21農林水産省 国土交通省

林野庁 ふれあいの森における自主的な森 継続 ・地方公共団体 22

林整備活動の推進 ・民間団体（自主的な森林づくり活動を

行うことを目的とするもの）

・公益団体

・学校 等

遊々の森の設定の促進 継続 ・学校 23

・地方公共団体

・教育委員会

・学校法人

・団体 等

青年森林協力隊推進事業 新規 ・文部科学省 24

・教育委員会

国土交通省 海辺の自然学校 新規 ・地方公共団体 25

・教育委員会

・観光協会

・ＮＰＯ

・市民団体

・大学等教育研究機関 等

交通バリアフリー教室 継続 ・公共交通事業者 26

・地方公共団体

・社会福祉協議会

・教育委員会 等

市民連携サポートセンター 継続 ・文部科学省、環境省 27



府省･団体名 事業・施策名 連携・協力先 頁

国土交通省 子どもの水辺サポートセンター開 継続 ・文部科学省、環境省 28

設

「子どもの水辺」中部ブロック連 継続 ・文部科学省、環境省 29

絡会議

「世界子ども水フォーラム」の開 ・文部科学省、環境省 30

催

漂着ごみ調査 継続 ・地方公共団体 31

・一般市民

・ＮＰＯ

全日本中学 調査研究・報告等 継続 ・さわやか福祉財団 32

校長会 ・日本青年奉仕協会

・中央青少年団体連絡協議会 等

全国特殊学 障害児の地域活動促進事業 継続 ・社会福祉医療事業団 33

校長会

（財）全日 雑誌「社会教育」の発行 継続 ・関係機関・団体 34

本社会教育

連合会

（社）中央 ボランティア活動「体験交流スタ 拡充 ・本会加盟少年団体 35

青少年団体 ディズ」 ・北海道、秋田、山形、栃木、群馬、福

連絡協議会 井、岐阜、和歌山、広島、香川、鹿児

島、大分県の青少年団体連絡協議会

・教育委員会

・学校

・社会教育関係団体

・福祉団体

（社）日本 青年長期ボランティア計画 新規 ・ボランティア受け入れ先 36

青年奉仕協 ・ボランティア活動推進機関

会 ・社会福祉協議会

・教育委員会

・青少年団体 等

（財）さわ ふれあいボランティアパス ポー 拡充 ・平成14年度～ アメリカン･エキスプレ 37

やか福祉財 ト普及事業 ス日本

団 ・平成15年度 親切会

日本商工会 各地商工会議所の教育支援取組 継続 ・地元の会員事業所 38

議所 ・地元の各学校

・奉仕活動･体験活動の場の提供に関する

取組を実施している団体 等

子どもの水 水辺における体験学習の推進事業 継続 ・水辺を利用した環境学習を行っている 39

辺サポート 市民団体

センター ・各種教育関係団体

・文部科学省、国土交通省、環境省等国

の機関

・地方公共団体



府省・団体名 内 閣 府

事業（施策）名 ボランティアキャラバン （継続）

実 施 主 体 内 閣 府 （地方自治体との共同主催）

趣 旨 ・ 目 的 ボランティアをしたい人とボランティアを受け入れたい側が直接交

流をする場の提供等を通じたボランティア活動のすそ野の拡大等

対 象 者 一般市民

概 要 行政と各地のボランティア団体との協働事業の１つとして、ボラン

ティアに関するイベント等を実施

実 施 期 間 ９月～２月（予定）

連携・協力先 都道府県、政令市並び中核市及び各地のボランティア・市民活動団

体

連携・協力内容 主 催 ： 内閣府・自治体

運営協力 ： 各地のボランティア団体又は実行委員会

＜１＞



府省・団体名 内 閣 府

事業（施策）名 ボランティア情報誌「ヤッテボラン」 （継続）

実 施 主 体 内 閣 府

趣 旨 ・ 目 的 ボランティア活動に対する国民の理解と参加の促進を通じたボラン

ティア活動の普及、啓発

対 象 者 一般市民

概 要 全国各地のボランティア活動、国や地方自治体のボランティアイベ

ント等の紹介等

実 施 期 間 年間（年４回発行）

連携・協力先 関係省庁、並び都道府県等地方自治体

連携・協力内容 編集・協力並びに、一般市民への普及、啓発（配布）

＜２＞



府省・団体名 警察庁

事業（施策）名 全国地域安全運動 （継続）

実 施 主 体 財団法人全国防犯協会連合会、都道府県防犯協会、都道府県暴力追

放運動推進センター、警察庁及び都道府県警察

、 、趣 旨 ・ 目 的 防犯協会を始めとする地域安全に資する関係機関 団体及び警察が

期間を定め、地域安全活動をさらに強化するとともに、その相互間の

連携の一層の緊密化を図ることにより、地域安全活動の効果を最大限

に上げて一層の浸透と定着化を図り、もって安心して暮らせる美しい

地域社会の実現を図る。

対 象 者 国民全般

概 要 街頭犯罪及び侵入犯罪の国民の身近な犯罪を重点として、地域住民

へ犯罪の発生状況等の地域安全情報や具体的な防犯対策を提供するな

ど、地域住民の方々の自主的な防犯行動への積極的な取組み及び地域

安全活動への参加を呼びかける。

実 施 期 間 平成１５年１０月１１日～１０月２０日

連携・協力先 ・防犯協会

・国、都道府県、市町村

・地域安全ボランティア団体

・地域安全に関する取組みを推進している団体

連携・協力内容 ・ 防犯協会を始めとする地域安全に資する関係機関・団体等との連

携を密にして、安全で安心して暮らせる美しい地域環境づくりのた

め、地域住民等の自発的な活動を促進するとともに協働活動を推進

する。

・ 関係機関や防犯協会等と連携し地域安全活動の意義や活動内容等

を、あらゆる広報媒体を通じて幅広く集中的に広報し、地域安全活

動の重要性を地域住民に浸透させ、効果的な地域安全活動の展開を

図る。

＜３＞



府省・団体名 警察庁

（ ）事業（施策）名 少年による街頭犯罪等を抑止するための地域住民活動の活性化 新規

実 施 主 体 国、都道府県警察

趣 旨 ・ 目 的 全国のモデル地区において、地域青年層の活力導入のためのパイロッ

ト事業を実施し、地域社会における少年問題への無関心を食い止め、

。もって増加傾向にある少年犯罪の発生を抑止させることを目的とする

対 象 者 国民一般

概 要 ・街頭犯罪の抑止のための「目に見えるパトロール活動」

・非行少年を対象とした勉学支援・就職支援等の「継続的な指導・支

援活動」

・少年とともに行う環境美化活動、社会奉仕活動等の社会参加活動

を内容とするパイロット事業を推進する。

実 施 期 間 平成１５年度～

連携・協力先 ・自治体、教育機関等（教育委員会・学校）

・保護司（会）

・ボランティア関係団体、企業等

連携・協力内容 ・関係機関間の情報の共有

・関係機関等がもつ専門的知識、技能等に即した役割分担により個別

事案に対し協働

・イベント等の共催、相互支援

＜４＞



府省・団体名 警察庁

事業（施策）名 少年を守る環境浄化重点地区活動 （継続）

実 施 主 体 国、都道府県警察

趣 旨 ・ 目 的 少年の健全育成に有害な社会環境を浄化して、その保護及び健全育

成を図るため、地域安全活動等と連動した住民主導による有害環境に

関する情報発信、関係機関・団体への働きかけ、関係業者による自主

的措置を促進するなどして有害環境浄化気運の醸成を図る。

対 象 者 国民

概 要 少年を取り巻く社会環境を浄化する必要のある地区を「少年を守る

環境浄化重点地区」に指定し 「少年を守る環境浄化推進協議会」及び、

「少年を守る環境浄化推進委員」を設置して、少年に悪影響を及ぼす

おそれのある要因の実態把握、各種メディアを利用した情報発信、イ

ンターネット上の少年に有害な情報からの切り離し、少年による飲酒

喫煙対策など住民主導による環境浄化活動の推進を図る。

実 施 期 間 昭和５３年～

連携・協力先 ・全国少年補導員協会、地区少年補導ボランティア団体、 団体PTA

・都道府県、市町村の青少年育成関係部署及び教育委員会

連携・協力内容 ・ 少年に有害な図書、アダルトビデオ等について関係業界に自主規

制を要請するとともに、県、市区町村等との連携により青少年保護

育成条例の運用検討を要請している。

・ 地区教育委員会との連携により、児童がインターネット上の有害

情報を閲覧しないための広報・啓発を推進する予定である。

＜５＞



府省・団体名 警察庁

事業（施策）名 交通安全国民運動中央大会 （継続）

実 施 主 体 国、全日本交通安全協会、都道府県交通安全協会

本大会を契機として国民運動を展開することにより、国民一人一人

趣 旨 ・ 目 的 の交通安全意識の高揚と交通道徳の向上を図り、もって、交通事故を

防止しようとするもの。

対 象 者 交通安全に関係する個人、団体等

○ 交通安全に功労のあった個人、団体に対する表彰

・ 交通栄誉章表彰

・ 交通安全年間スローガン最優秀入選者に対する内閣総理大臣表

概 要 彰

・ 交通安全ファミリー作文最優秀入選者に対する内閣官房長官表

彰

○ 分科集会の開催

・ 企業部会

・ 交通安全教育部会

・ 地域・家庭部会

○ 大会宣言

地域・家庭・学校、職場における安全対策（奉仕活動・参加体験

活動）を求める。

実 施 期 間 平成１６年１月中旬

連携・協力先 内閣府、文部科学省、国土交通省、総務省

（財）全国安全会議 （社）全国交通安全母の会連合会、

○ 大会実施にかかる連絡調整

○ 表彰の対象となる個人、団体の選定

○ 大会宣言（案）の策定

連携・協力内容

＜６＞



府省・団体名 警察庁

事業（施策）名 中学生に対する体験型交通安全教育推進及び教育リーダー育成事業 （継続）

実 施 主 体 国，都道府県警察

趣 旨 ・ 目 的 地域において、中学生に対して、実践的な体験学習等を伴う交通安

全教育を効果的に実施するため、地域の様々な関係者による連携体制

の構築及びそれらの者の協力に基づく各種具体的活動の推進を支援す

るとともに、教師、保護者等に、正しい知識に基づいて安全かつ適切

に自転車に乗用するように中学生を指導する技能を身に付けさせる。

対 象 者 中学生及びその指導に当たる教職員，保護者等

概 要 平成１４・１５年度の２箇年計画で、平成１４年は 「交通安全教育、

推進協議会」を設置し、交通安全教育に関する年間計画を策定し、同

協議会のメンバーの中から中学生の指導に当たる「交通安全教育リー

」 、「 」 、 、ダー を指名し 同リーダー育成研修会 を開催 同リーダーに対し

委託業者から派遣された講師による指導を行った。

平成１５年度は、１４年度のモデル中学校において「体験型交通安

全教室」を開催し、初年度研修を受けたリーダーが指導に当たる。ま

た、初年度に指導を受けた中学生が一部の教習を担う。その際、初年

度派遣された講師が交通安全教室全体の監督、指導を行う。

さらに、小学校等での交通安全教室等の開催時に、リーダー及び初

年度指導を受けた中学生が、ボランティア活動の一環として、自転車

の安全な乗り方等について指導を行う。

最後に、２箇年間の当事業の成果を踏まえ、中学生の自転車安全教

育の指導者育成のためのマニュアルをとりまとめ、全国の警察署に配

布し、今後の指導者育成に供することとしている。

実 施 期 間 平成１４年度及び１５年度

連携・協力先 各地方自治体（市町村，教育委員会等）

連携・協力内容 本事業における中学生のボランティア活動に対する指導を実施する

ためには，その準備段階から，上記連携・協力先との協議検討等密接

な協力関係の確立が不可欠である。

＜７＞



府省・団体名 警察庁

事業（施策）名 地域交通安全活動推進委員制度 （継続）

実 施 主 体 都道府県警察

趣 旨 ・ 目 的 交通の安全と円滑に資するための自主的な活動を行う民間の有志に

法律上の資格を付与し、地域住民の理解と協力を得て地域ぐるみで行

う活動の促進

対 象 者 都道府県公安委員会が道路交通法第１０８条の２９に掲げる要件に

該当し委嘱した者

概 要 ・ 住民に対する交通安全教育

・ 適正な駐車及び道路使用について住民の理解を深めるための運動

・ 交通の安全と円滑に資するための広報啓発活動

・ 交通の安全と円滑に資するための協力活動

・ 交通の安全と円滑に資する相談活動等

実 施 期 間 平成３年１月～

連携・協力先 各地方自治体（市町村、教育委員会等）

連携・協力内容 ・ 地域交通安全活動推進委員が行う、地域における交通安全教室や

広報啓発活動等について連携・協力することができるが、そのため

には、準備段階から、上記連携・協力先との協議や検討等密接な協

力関係の確立が不可欠である。
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府省・団体名 文部科学省社会教育課

事業（施策）名 地域と学校が連携協力した奉仕活動･体験活動推進事業 （拡充）

実 施 主 体 国、都道府県・市町村教育委員会

趣 旨 ・ 目 的 地域の教育力の活性化及び奉仕活動・体験活動の充実を総合的に推進す

るため、社会的気運の醸成に向けた取組を展開するとともに、推進体制の

計画的な整備充実や、地域の実情に即した子どもの多様な活動を促進する

ためのモデル事業を実施する。

対 象 者 国民一般

概 要 ・社会的気運の醸成：広報啓発・普及活動の全国展開を行うほか、全国フ

ォーラム、調査研究を実施。

・推進体制の整備：国・都道府県・市町村の各レベルにおいて、奉仕活動

・体験活動を推進するための協議会及び活動支援のためのセンター

を設置。

・子ども週末活動等支援事業：地域資源（施設、人材等）を活用した週末

等における子どもの活動支援や高齢者等の幅広い世代間とのふれあ

い交流支援など、地域の実情に即した取組を促進するためのモデル

事業を実施。

実 施 期 間 平成１４年度～

連携・協力先 ・奉仕活動・体験活動の場の提供に関する取組を実施している団体

・ボランティア推進団体（ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ ､NPOｾﾝﾀｰ､ ）協会 社会福祉関係団体など

・企業

・各種教育関係団体（学校教育関係団体、社会教育関係団体）

・各府省の地方機関及び都道府県・市町村の首長部局

連携・協力内容 ・都道府県、市町村に整備している支援センターとの情報の共有

（活動の場、指導者やコーディネイター、ボランティア等の人材情報、

ホームページへのリンクなど）

・都道府県、市町村に整備している支援センターのコーディネイト機能の

活用 （マッチング、相談対応、センターを通じての活動のＰＲなど）

・都道府県、市町村の推進協議会への参画
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府省・団体名 文部科学省児童生徒課

事業（施策）名 豊かな体験活動推進事業 （拡充）

実 施 主 体 文部科学省

趣 旨 ・ 目 的 各都道府県に「体験活動推進地域」及び「推進校」を指定し、他校の

モデルとなる体験活動に取り組むとともに、都市部から農山漁村や自

然が豊かな地域に出かけ、農林漁業体験や自然体験を行うなど、異な

る環境における豊かな体験活動を促進するため、新たに「地域間交流

推進校」を設ける。

対 象 者 各都道府県等

概 要 平成１４年度１０１地域・７５８校を指定（２年間を予定）

平成１５年度より、地域間交流推進校を指定

地域間交流推進校：４７地域×２校

地域間交流プログラムの開発：４７都道府県

実 施 期 間 平成１４年度～

連携・協力先 事業者・行政機関・関係団体等

連携・協力内容 学校教育における体験活動の受入や活動への参加 、
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小学校 中学校 高等学校
ボランティアなど社会奉仕に関わる体験活動 4.5 3.8 3.0
自然に親しむ体験活動 14.8 5.5 3.4

第一次産業に関わる産業を対象とした勤労生産
及び職場・職業・就業等に関わる体験活動 9.4 2.3 5.8

第二次産業に関わる産業を対象とした勤労生産
及び職場・職業・就業等に関わる体験活動 1.0 2.8 7.4

第三次産業に関わる産業を対象とした勤労生産
及び職場・職業・就業等に関わる体験活動 1.3 9.9 6.7

文化や芸術に親しむ体験活動 5.2 3.2 2.7
交流に関わる体験活動 6.2 2.1 2.5
その他の体験活動 3.7 2.4 3.2

計 46.0 32.0 34.5

小学校 中学校 高等学校
特別活動 6.9 5.3 5.6
総合的な学習の時間 24.8 18.7 6.6
その他教育課程内における活動 9.9 4.8 13.6
学校管理下において教育課程外に行う活動 4.4 3.2 8.7

計 46.0 32.0 34.5

○ボランティアなど社会奉仕に関わる体験活動

○自然に親しむ体験活動

○第一次産業に関わる産業を対象とした勤労生
産及び職場・職業・就業に関わる体験活動

○第二次産業に関わる産業を対象とした勤労生
産及び職場・職業・就業等に関わる体験活動

○第三次産業に関わる産業を対象とした勤労生
産及び職場・職業・就業等に関わる体験活動

○文化や芸術に親しむ体験活動

○交流に関わる体験活動

○その他の体験活動

注）　数字は、小学校においては５年生、中学校・高等学校においては２年生の１年間
で実施する体験活動の総単位時間の平均

○教育課程における位置づけ

学校における体験活動の実施状況（平成１４年度、文部科学省調べ）

◇調査対象校：　小・中・高等学校　計５６４校（小学校、中学校、高等学校各１８８校）

○体験活動の内容

地域の事業所、店舗等における職場体験
活動、インターンシップなど

壁画の製作活動、日本や外国の文化・伝
統の体験活動、地域の伝統行事や芸能・
工芸等の伝承活動など

幼児、高齢者、障害者、外国人、異なる
地域の人々等との交流活動

町内や海岸の清掃、地域環境整備・美化
活動、社会福祉施設の訪問、その他のボ
ランティア活動など

野外探索や野外生活、野鳥や小動物の観
察、自然教室など

田植え、下草刈り、地引網等の農林漁業
体験など

上記に含まれない体験活動

工場等での職場体験活動、インターン
シップなど



○ 豊かな体験活動推進事業

（前 年 度 予 算 額 ３５７，１８１千円）
平成１５年度予算額 ３８１，０３０千円

１ 趣 旨

児童生徒の社会性や豊かな人間性を育むためには、成長段階に応じて、ボランティ
ア活動など社会奉仕体験活動や自然体験活動をはじめ様々な体験活動を行うことが極
めて有意義である。
これまでの「体験活動推進地域 ・ 推進校」に加え、都市部から農山漁村や自然が」「
豊かな地域に出かけ、農林漁業体験や自然体験を行うなど、異なる環境における豊か
な体験活動を促進するため、新たに「地域間交流推進校」を設ける。

２ 内 容

（１）豊かな体験活動の実施（継続）

①体験活動推進地域・推進校の指定（平成１４年度１０１地域・７５８校）
②ブロックごとに、体験活動の実践成果に関する協議会の開催

（２）地域間交流の実施（新規）

①都道府県の各２校を指定し、農山漁村等における体験活動を実施
・地域間交流推進地域 ４７地域×２校
②農山漁村体験活動等のプログラムの企画・開発・普及 ４７地域
③体験活動を取り入れた修学旅行等、地域間交流促進に必要な調査研究の委託



○ブロック協議会の開催
・推進地域・推進校の実践の発表、
情報交換

○事例集の作成・配
布

体験活動推進校
（小・中・高等学校等）

体 験 活 動 推 進 地 域
・発達段階に応じた他の学校のモデルとなる体験活動の実施

○地域間交流プログ
ラムの開発

○児童生徒の社会性や豊かな人間性を育むためには、成長段階に応じて、ボランティア活動など社会奉
仕体験活動や自然体験活動をはじめ様々な体験活動を行うことが極めて有意義

○学校教育法の改正や中央教育審議会答申を踏まえ、学校教育における体験活動の機会の充実に向け
た取組が重要

○農山漁村体験学習や都市体験学習など、子どもたちにとって豊かな体験となる、多様な地域間交流に取
り組む学校を支援

地域間交流推進校
（小・中・高等学校等）

地 域 間 交 流 推 進 校
・都市と農山漁村等の地域間交流に基づく体験活動の実施



府省・団体名 文部科学省青少年課

事業（施策）名 青少年長期自然体験活動推進事業 （継続）

実 施 主 体 都道府県（間接補助事業者，市町村）

趣 旨 ・ 目 的 青少年の長期自然体験の一層の普及，定着を図るため，地方公共団

体が自然体験活動推進団体の協力を得ながら，青少年を対象として，

野外活動施設や農家などで，２週間程度の長期間，異年齢集団を編成

して共同生活をしながら，野外活動等の自然体験活動に取り組む事業

に対して助成をする。

対 象 者 １か所当たり３０人程度（小・中学生等）

概 要 実施及び宿泊場所として青少年教育施設や農家等を利用し，地域の

特性を活かした以下のような自然体験活動を実施する。

・野外活動（キャンプ，登山，ハイキング，カヌー等）

・自然の中でのスポーツ，レクリエーション

（ ， ， ）・地域の農林漁業体験活動 作物の収穫体験 牧畜体験 地引き網等

・地域の自然環境を考える環境学習（河川や海の水質調査等）

・自然体験活動を通じた地域の青少年との交流活動

・自然に関わる社会奉仕体験活動（森林の整備，河川の愛護活動等）

， （ ， ）・自然の中で 自分のことは自分でする生活体験 野外炊事 洗濯等

実 施 期 間 夏休みを中心に最低２週間程度の活動を行う

連携・協力先 農林水産省農村振興局地域振興課

連携・協力内容 （文部科学省）

青少年を対象として，野外活動施設や農家等で，農林漁業体験活動

の実施。

（農林水産省）

農山漁村地域の市町村が、長期（２週間）にわたる農林漁業・農山

漁村体験活動を行う都市側の小・中学生の受入体制を整備。
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府省・団体名 文部科学省青少年課

事業（施策）名 省庁連携子ども体験型環境学習推進事業 （継続）

実 施 主 体 ①都道府県・政令指定都市
②民間団体
ア 社団法人・財団法人・特定非営利活動法人
イ 法人格を有しないが、活動を実施するための体制が整っている
団体で、都道府県もしくは政令指定都市の教育長の推薦がある
団体

趣 旨 ・ 目 的 子どもたちの豊かな人間性をはぐくむため、関係省庁と連携して、
地域の身近な環境をテーマに、子どもたちが自ら企画し、継続的な体

、 。験学習によるモデル事業の実施を通して 体験型環境学習を推進する

対 象 者 主に小・中学生とその保護者

概 要 ①子どもたちの参画による企画運営会議の実施
②地域における体験型環境学習の実施（７分野）
ア 体験活動に適した河川での体験型環境学習（国土交通省・環境

省と連携）
イ 体験活動に適した漁港等での体験型環境学習（水産庁と連携）
ウ 体験活動に適した農業用水路等での体験型環境学習（農林水産
省と連携）
エ 体験活動に適した森林での体験型環境学習（林野庁と連携）
オ 都市と農村の交流活動や農業体験を通した体験型環境学習（農
林水産省と連携）

（ ）カ 地元の企業や商店街等での体験型環境学習 中小企業庁と連携
キ 国立公園等での体験型環境学習（環境省と連携）
③地域の環境課題に対する提言をとりまとめた、子どもたちによる発
表会の実施

実 施 期 間 平成１４年度～

連携・協力先 国土交通省、水産庁、農林水産省、林野庁、中小企業庁、環境省

連携・協力内容 ・子どもの体験活動の適した場（河川、漁港、農業用水路等）の整備
「子どもの水辺」再発見プロジェクト（国土交通省、環境省）
「 」（ ）子どもたちの海・水産業とのふれあい推進プロジェクト 水産庁
「あぜ道とせせらぎ」づくり推進プロジェクト（農林水産省）

・森林総合利用施設等を活用した体験活動の推進
「森の子くらぶ活動推進プロジェクト （林野庁）」
・都市と農村の交流活動や農業体験の推進
「短期子ども交流連携活動事業 （農林水産省）」
・地元の企業や商店街への協力依頼（中小企業庁）
・国立公園等における指導者（自然保護官等）の派遣（環境省）
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府省・団体名 文部科学省・国土交通省・環境省

事業（施策）名 「子どもの水辺」再発見プロジェクト （継続）

実 施 主 体

を利用した遊び体験を通じて、趣 旨 ・ 目 的 子どもたちが、自然環境豊かな河川
元気で知恵と想像力にあふれるよう、地域が主体となった体制づくり

。を推進する

対 象 者

概 要 （１ 「子どもの水辺」の調査・選定・登録）
、 、 、 、① 河川管理者 教育関係者 青少年団体関係者 市区町村環境部局

。川をフィールドとする市民団体等の中から構成される協議会を設置
、 「 」② 協議会において 市区町村内の体験活動に適した 子どもの水辺

を調査・選定するとともに 「子どもの水辺」として「子どもの水辺、
サポートセンター（平成１４年７月に開設）に登録申請（登録数126
：Ｈ14年度末 。）
（２ 「子どもの水辺」の利用の促進）
① 協議会は、子どもたちの遊び体験に適した「子どもの水辺」の所
在地やそこで可能な「遊び」に関する情報等を、体験活動ボランテ
ィア活動支援センター等を通じて市民や子どもたちに情報提供する
、 。とともに 学習の場としての重要性に関する普及啓発や利用を促進

② 登録された水辺については 「子どもの水辺」サポートセンターに、
おいて、活動に必要な資機材（ライフジャケット等）の貸出、水辺
での活動をコーディネートできる市民団体等の人材の紹介など、活
動をソフト面から支援する体制を整備。
③「子どもの水辺」において、安全かつ充実した活動を展開するため
に整備が必要な場合においては 「水辺の楽校プロジェクト （登録、 」
数 ：Ｈ 年度末）により、子どもたちが安全に自然と触れ合え220 14
るよう、水辺に近づきやすい河岸、遊歩道の整備など地域や水辺の
特色を活かした整備を推進。

実 施 期 間 平成１１年度～

連携・協力先 文部科学省スポーツ・青少年局青少年課
国土交通省河川局河川環境課
環境省総合環境政策局環境教育推進室

連携・協力内容 （文部科学省）
「 」 、登録された 子どもの水辺 での体験型環境学習モデル事業の実施

全国の「体験活動ボランティア活動支援センター」等を通じた情報提
供等。
（国土交通省）
登録された「子どもの水辺」について、ハード面の整備を行う必要
がある場合には 「水辺の楽校プロジェクト」により、可能な限り現状、
の水辺を利用した自然の保全・復元、水辺に近づきやすい河岸、遊歩
道等の整備を実施する。
（環境省）
「こどもエコクラブ」等を通じた情報提供。
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府省・団体名 文部科学省・農林水産省

事業（施策）名 子どもたちの海・水産業とのふれあい推進プロジェクト （継続）

実 施 主 体

等を利用した遊び体験を趣 旨 ・ 目 的 子どもたちが、漁村の自然環境豊かな漁港

通じて、元気で知恵と想像力にあふれるよう、地域が主体となった体
。制づくりを推進する

対 象 者

概 要 （１ 「子どもたちの海」の調査・選定・登録）
① 漁港管理者、市区町村水産部局及び教育委員会関係部局、その他

の関係者から構成される協議会を設置。
② 協議会において、市区町村内の体験活動に適した「子どもたちの
海」を調査・選定するとともに、都道府県レベルの連絡会に登録申

請（登録数11：Ｈ14年度末 。）
（２ 「子どもたちの海」の利用の促進）

① 協議会は、子どもたちの遊び体験に適した「子どもたちの海」の
所在地やそこで可能な「遊び」に関する情報等を、体験活動ボラン

ティア活動支援センター等を通じて市民や子どもたちに情報提供す
るとともに、学習の場としての重要性に関する普及啓発や学習の場
としての利用を促進。

② 登録された「子どもたちの海」について、所管の事業を活用し、
子どもたちの体験活動にも利用できるよう、自然に配慮しつつ、漁

港等の施設を有効活用する整備を推進。

実 施 期 間 平成１１年度～

連携・協力先 文部科学省スポーツ・青少年局青少年課

水産庁漁港漁場整備部防災漁村課

連携・協力内容 （文部科学省）
登録された「子どもたちの海」での体験型環境学習モデル事業の実

施、全国の「体験活動ボランティア活動支援センター」等を通じた情
報提供等
（水産庁）

登録された「子どもたちの海」について、所管の事業を活用し、子
どもたちの体験活動にも利用できるよう、自然に配慮しつつ、漁港等

の施設を有効活用する整備を推進。
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府省・団体名 文部科学省・農林水産省

「 」 （ ）事業（施策）名 あぜ道とせせらぎ づくり推進プロジェクト 継続

実 施 主 体

水路等を利用した遊び体験を趣 旨 ・ 目 的 子どもたちが、農村の自然環境豊かな

，地域が主体となった体通じて、元気で知恵と想像力にあふれるよう

制づくりを推進する。

対 象 者

概 要 （１ 「あぜ道とせせらぎ」の調査・選定・登録）

① 農業関係者，教育関係者，青少年団体関係者，市町村関係者，市

民等により構成される協議会を設置。

② 協議会において，子どもたちの遊び体験の場としても利用できる

農業用水路等の共同調査及び選定を行い，都道府県の教育関係部局

及び農政関係部局に登録申請（登録数80：Ｈ14年度末 。）

（２ 「あぜ道とせせらぎ」の利用の促進）

① 協議会は、子どもたちの遊び体験に適した「あぜ道とせせらぎ」

の所在地やそこで可能な「遊び」に関する情報等を、子どもの遊び

・自然体験の場に関する情報の一つとして、体験活動ボランティア

活動支援センター等を通じて市民や子どもたちに情報提供するとと

もに、学習の場としての重要性に関する啓発普及や学習の場として

の利用を促進。

「 」 、 、② 登録された あぜ道とせせらぎ について 所管の事業を活用し

子どもたちの体験活動にも利用できるよう、自然に配慮しつつ、農

業用水路等施設を有効活用する整備を推進。

実 施 期 間 平成１１年度～

連携・協力先 文部科学省スポーツ・青少年局青少年課

農林水産省農村振興局整備部水利整備課

連携・協力内容 （文部科学省）

登録された「あぜ道とせせらぎ」での体験型環境学習モデル事業の

実施、全国の「体験活動ボランティア活動支援センター」等を通じた

情報提供等

（農林水産省）

登録された「あぜ道とせせらぎ」について、所管の事業を活用し、

子どもたちの体験活動にも利用できるよう、自然に配慮しつつ、農業

用水路等施設を有効活用する整備を推進。
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府省・団体名 林野庁・文部科学省

事業（施策）名 森の子くらぶ活動推進プロジェクト （継続）

実 施 主 体 地方公共団体、青少年団体、ＮＰＯ等

趣 旨 ・ 目 的 次代を担う子どもたちの森林環境教育を推進するとともに、平成１

４年度から完全学校週５日制が実施された中で、学校外での森林体験
活動等を通じて、子どもたちの「生きる力」をはぐくむため、子ども
たちが森林に出会い、森林に興味を持ちながら森林での様々な体験活

動を行う機会を広く提供するプロジェクトを林野庁と文部科学省との
連携により実施

対 象 者 主として小・中学生とその保護者及び地域の大人

概 要 「森の子くらぶ」として、広く参加者を募集し、地域の森林総合利
用施設等を活用して、幅広い関係者の連携・協力の下に、入門的な森

林体験活動等を行う機会を提供するとともに、さらに段階的な指導を
受けて行う森林での多様な体験活動を推進

・実施場所 市町村民の森、県民の森等の森林総合利用施設等
・活動内容 森林インストラクター等の指導により、以下のような

活動を実施

①植林・下刈り作業等の森林づくり活動
②森林の多様な役割に関する学習

③動植物などの自然観察
④木工・炭焼きなどのものづくりの体験

⑤森林と地域の生活や文化との関わりについての学習
等

・実施方法 事業の実施希望団体は実施時期、予定人数、活動内容

等の計画書を作成の上、各森林総合利用施設等に申し
込む

実 施 期 間 学校休業日となる土・日曜日、夏期休業日等

連携・協力先 林野庁森林整備部計画課森林総合利用・山村振興室
文部科学省スポーツ・青少年局青少年課

連携・協力内容 （林野庁）

受入れ森林総合利用施設・指導者等の調整・取りまとめ及び情報提
供、プログラムの提供、指導者の育成・派遣、森林ボランティア活動

への支援、体験活動の場となる森林・施設の整備や国有林野の提供等

（文部科学省）

森林での体験型環境学習モデル事業の実施、全国の「体験活動ボラ
ンティア活動支援センター」等を通じた情報提供等
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府省・団体名 環境省・文部科学省

事業（施策）名 子どもパークレンジャー事業 （継続）

実 施 主 体 国及び 等の自然学校等NPO

趣 旨 ・ 目 的 全国の国立公園等において、自然保護官（レンジャー）やパークボ

ランティアの指導・協力の下、子どもたちを対象に国立公園等のパト

ロールやマナーの普及、自然環境の復元維持活動等を行うプログラム

を展開することにより、自然保護や環境保全の大切さ及び社会への貢

献の心を学ばせ、豊かな人間性を育む心の教育に資する。

対 象 者 小・中学生（軽登山等の活動が可能な児童生徒）

概 要 ①パトロール、利用者の指導啓発

②自然探勝路、登山道等の清掃・維持補修（標識、柵等）

③動植物の生息・生態調査

④植生保全（植栽、帰化植物除去等）

⑤自然観察活動 等

全国１１地区の国立公園などで事業を実施しており、その活動内容

については、環境省の各地区の自然保護事務所のレンジャーとその場

所をフィールドとして活動しているプロの自然学校（自然体験）の指

導者たちにより、各地区ごとに特色のある多くの体験と学びが得られ

るよう、また、子どもたちが楽しめるよう工夫されている。

実 施 期 間 学校休業日等に各地区日帰りか宿泊を伴う活動を年に３～４回実施

連携・協力先 環境省自然環境局総務課自然ふれあい室

文部科学省スポーツ・青少年局青少年課

連携・協力内容 （環境省）

参加者の募集、活動の実施等

（文部科学省）

家庭教育手帳等を活用した積極的な広報、広報用パンフ等を作成、

教育委員会を通じた情報提供
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府省・団体名 厚生労働省

事業（施策）名 勤労者のボランティア活動参加のための環境整備 （継続）

実 施 主 体 国

趣 旨 ・ 目 的 勤労者が、仕事を離れてボランティア活動など自ら関心のある分野の

社会活動に参加することは、在職中の勤労者生活の視野を広げ、退職後

の生きがい対策にもつながるほか、地域社会における人と人とのネット

ワークの形成を通じた新たなアイデンティティの形成にも資するもので

あることから、退職者を含む勤労者のボランティア活動への参加を推進

する。

対 象 者 勤労者及び退職者

概 要 経営者団体とＮＰＯ・ボランティア支援団体の連携下、勤労者がボラ

ンティア活動に参加するためのきっかけをつくり、ボランティア活動を

希望する人を実際の活動に結びつける「勤労者マルチライフ支援事業」

を実施している。具体的には、勤労者や企業に対する啓発活動、ボラン

ティア情報データベースシステムによる情報提供・相談活動、勤労者を

対象とするガイダンスの実施等を進めているところである。

実 施 期 間 平成１３年度～

連携 ・ 協力先 ・都道府県の経営者団体

・ＮＰＯ・ボランティア支援団体

・都道府県・市町村

連携・協力内容 地域推進協議会へ参画し、

① 共同での行事開催

② 体験ボランティアの実施

③ 労使へのＰＲ

④ ボランティア情報データベース作り

等を実施
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府省・団体名 農林水産省

事業（施策）名 子どもたちの農業・農村体験学習推進事業 （新規）

実 施 主 体 地方公共団体等

趣 旨 ・ 目 的 子どもたちの農業体験学習の全国的な推進を図り、子どもたちの農

業に対する理解と関心を深め、また、自然や生き物との触れ合いを通

じた豊かな人間形成や都市と農村との共生・交流を進めつつ、次代の

農業を担う人材の確保・育成を図る。

対 象 者 小・中学生

概 要 １ 全国団体（全中）

ｼﾝﾎﾟｼﾞｳﾑの開催、ﾓﾃﾞﾙ地区における文部科学省と連携した農業体験

学習の実施 等

２ 都道府県段階

、 、農業副読本等の作成 学校教員等に対する農業技術研修会等の開催

農業体験図画・作文ｺﾝｸｰﾙの開催 等

３ 市町村段階

体験ほ場の設置、事前事後学習の実施、農業体験指導者の設置 等

４ 民間団体（農村青少年研修教育団体）

農業体験学習に関する調査研究、情報提供のためのﾃﾞｼﾞﾀﾙｺﾝﾃﾝﾂの開

発・ ｻｲﾄでの情報提供、農業体験に必要な条件整備 等Web

実 施 期 間 平成１５年度～１６年度

連携・協力先 文部科学省、厚生労働省

・農業体験学習を実施する推進校の地域に対し、農業体験学習の実施

や教材作成、講師の派遣等の支援を行う。

連携・協力内容 ・農業・農村体験学習を実施する学校、公民館、児童館等の地域に対

し、指導者養成、施設の設置等による受け入れ体制づくりや農業・農

村体験学習の実施と教材作成等の支援を行う。
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府省・団体名 農林水産省生産局野菜課

事業（施策）名 野菜消費構造改革対策推進事業 （継続）

実 施 主 体 都道府県、市町村、全農都道府県本部、農協等

趣 旨 ・ 目 的 野菜は、国民の健康と食生活及び農業生産において重要な地位を占

めている。特に健康面では、近年、生活習慣病を予防する観点からも

野菜摂取の重要性が高まっている。

しかしながら、近年、我が国の１人当たり野菜消費量は減少傾向に

あり、若年層を中心に健康の観点から定められた目標量を大きく下回

っているところである。

このため、野菜の国民１人当たりの野菜摂取量の増加を図ることが

重要となっており、全国段階での医学・栄養学界等と連携した健康の

観点からの啓発キャンペーンを展開するとともに、地域段階での児童

・生徒層に対する栽培・購入・調理体験教育等の取組の強化を図るこ

ととする。

対 象 者 一般消費者、児童、生徒

概 要 特に若年層において野菜消費が少なく、今後一層野菜消費の減少が

懸念されることから、教育の場などを通じて児童・生徒層を中心に、

野菜不足の健康への影響に関する啓発を行うとともに、栽培や調理の

実体験を通じた野菜への親近感の醸成、とれたてのおいしい野菜の摂

取による摂取の習慣化を図ることが必要。

実 施 期 間 平成１４年度～平成１６年度

連携・協力先 都道府県教育委員会、市町村教育委員会、小学校、中学校等

連携・協力内容 総合学習の時間等における野菜に関する各種体験等
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府省・団体名 農林水産省・国土交通省

事業（施策）名 いきいき・海の子・浜づくり （継続）

実 施 主 体 地方公共団体等

趣 旨 ・ 目 的 安全で良好な海岸空間の形成を図るとともに、野外教育、環境教育

等に利用しやすい海岸づくりを積極的に推進し、青少年等が海辺の自

然やスポーツを安全に楽しめ、また、世代間の交流の場となる海岸を

創出することを目的とするものである。

対 象 者 青少年等（体験学習）

「 」 、概 要 文部科学省と連携した いきいき・海の子・浜づくり 事業の中で

海岸保全施設の整備に併せて、緩傾斜堤防やスロープの設置などの利

用しやすい海岸づくり、人工磯の設置や人工リーフによる静穏海域の

形成など自然体験の場の整備を実施。

実 施 期 間 平成９年度創設

連携・協力先 文部科学省（スポーツ･青少年局 、国土交通省）

連携・協力内容 海岸保全施設の整備の実施にあたり、緩傾斜堤防やスロープの設置

などの利用しやすい海岸づくり、人工磯の設置や人工リーフによる静

穏海域の形成など自然体験の場の整備を実施することにより、青少年

等が海辺の自然やスポーツを安全に楽しめる海岸を創設する。
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府省・団体名 林 野 庁

事業（施策）名 ふれあいの森における自主的な森林整備活動の推進 （継続）

実 施 主 体 地方公共団体又は自主的な森林整備を行うことを目的とする民間団体

（公益法人を含む）

趣 旨 ・ 目 的 国有林野における国民による自主的な森林整備活動の推進を図り、

もって広く国民に開かれた国有林野の管理経営に資する。

対 象 者 地方公共団体、民間団体、実施主体が募集した参加者

「 」 、概 要 国有林野を 国民の森林 として国民に身近なものとするとともに

森林をフィールドとしたボランティア活動に参加したいという要望に

積極的に応えるため、国民による自主的な森林づくり活動等の場とし

て 「ふれあいの森」を設定し、国民による国有林野の積極的な整備・、

利用を推進。

「ふれあいの森」では、実施主体による植栽、下草刈り、つる切り

や除伐などのほか、これらの活動と一体となって行う森林とのふれあ

い活動（森林浴、自然観察会、森林教室など）が実施可能。

実 施 期 間 通年

連携・協力先 ・地方公共団体

・民間団体（自主的な森林づくり活動を行うことを目的とするもの ・）

・公益団体

・学校

等

連携・協力内容 ・指導者の派遣、紹介

・体験活動の場としての活用

等
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府省・団体名 林 野 庁

事業（施策）名 遊々の森の設定の促進 （継続）

実 施 主 体 学校、地方公共団体、教育委員会、民間団体等

趣 旨 ・ 目 的 多様な体験活動の場としてふさわしい豊かな森林環境を有する国有

林野において、協定の締結により継続的に体験活動が展開できる場を

積極的に提供し、学校等による森林環境教育の推進に寄与する。

対 象 者 実施主体が実施する遊々の森での体験活動参加者

概 要 多様な体験活動を通じた子供たちの人格の形成及び幅広い知識の習

得が一層重視されている中で、多様な体験活動の場としてふさわしい

豊かな森林環境を有する国有林野において、協定の締結により継続的

に体験活動が展開できる場を積極的に提供。

「遊々の森」では、実施主体による植樹、下刈り等の体験林業、野

生動植物の観察、ネイチャーゲーム等森林内での様々な体験活動や学

習活動が実施可能。また、活動の一環として、標識やベンチなどの軽

微な施設の設置が可能。

実 施 期 間 通年

連携・協力先 ・学校

・地方公共団体

・教育委員会

・学校法人

・団体

等

連携・協力内容 ・指導者の派遣・紹介

・体験活動教材の提供

等

＜２３＞



府省・団体名 林 野 庁

事業（施策）名 青年森林協力隊活動推進事業 （新規）

実 施 主 体 都道府県

趣旨・目的 温暖化防止に果たす森林や林業の役割の重要性等についての国
民の理解の醸成、特に青少年が森林・林業体験活動への参加等を
通じ森林・林業への理解を深め、次代の森林や環境を支えていく
ことが重要である。このため、高校生が森林整備・保全活動へ直
接参加する機会を提供し、労働体験を通じた人格形成等に寄与す
るとともに、吸収源森林対策の一層の推進を図り、併せて将来的
な林業への新規参入を促進する。

対 象 者 高校生

概 要 夏休みを中心として、高校生が１０日間程度泊まり込み、森林
組合等の指導の下で下刈、除間伐、枝打ち等の森林整備・保全活
動に従事するとともに、併せて専門家を講師とした温暖化防止等
に関する学習を実施することに必要な経費を助成する。

実施時期 １５年度（夏休み等）

連携・協力先 次の機関との連携が必要です。
①文部科学省関係課(生涯学習政策局社会教育課、初等中等教育
局児童生徒課他）
②都道府県教育委員会他

連携・協力内容 林野庁として次のことを行う。
都道府県が行う本事業への助成。都道府県の林務部が中心とな
った林務・教育・ 等による実行組織による本事業の計画・NPO
実施。

文部科学省等に次の協力をお願いしたい。
①都道府県教育委員会等への本事業に関する情報提供
②各都道府県教育委員会による本事業に関する高等学校関係者へ
の情報提供、実行委員会への参画、参加者の募集、引率者の派
遣等の協力

＜２４＞



府省・団体名 国土交通省

事業（施策）名 海辺の自然学校 （新規）

実 施 主 体 国土交通省

趣 旨 ・ 目 的 干潟、砂浜、磯、緑地など港湾を中心とする自然環境を活用した体験

活動を行い、参加者の環境への理解の向上等を図る。

対 象 者 一般市民（児童や親子が中心）

概 要 出先事務所等において、地域の自然環境等に応じて、磯や干潟、植生

の観察会、スノーケリングによる水中生物の観察会等を実施。

実 施 期 間 ５月～９月が中心（１回あたり半日～３日程度）

連携・協力先 地元自治体、教育委員会、観光協会、ＮＰＯ、市民団体、大学等教育

研究機関など

連携・協力内容 地元自治体等の共同開催、参加者募集等の広報、施設等貸与、地元有

識者による講義など 、

＜２５＞

Administrator



府省・団体名 国土交通省

事業（施策）名 交通バリアフリー教室 （継続）

実 施 主 体 国土交通省 地方運輸局 及び 内閣府 沖縄総合事務局

趣 旨 ・ 目 的 国民のボランティアに関する意識を醸成し、誰もが高齢者、身体障害

者等に対し、自然に快くサポートできる「心のバリアフリー」社会を

実現する等により交通バリアフリー社会の実現を目指す。

対 象 者 国民一般

概 要 高齢者、身体障害者（車いす利用者・視覚障害者）の擬似体験及び介

助方法を学ぶことができる教室。

実 施 期 間 半日（１年で約５０箇所を予定）

連携・協力先 公共交通事業者、地方自治体、社会福祉協議会、市町村教育委員会等

連携・協力内容 場所の提供、器具のレンタル、講師・アドバイザーの選任 等

、

＜２６＞

Administrator



地　区 会　場　名 場　所 日　程 学　校　名 参加予定 備　考

八　戸 鉄道駅 ７月予定 図南小学校 ４４名

大　曲 鉄道駅 ９月予定 花館小学校 ５１名

仙　台 鉄道駅 検討中 原町小学校 １１５名

南　陽 鉄道駅 １０月予定 南陽小学校 ４０名

会津若松 鉄道駅 検討中 城北小学校 ４０名

横浜 鉄道駅 ９月初旬
横浜医療秘書歯科助手
専門学校

２７名
ヘルパー２級
実習授業

横浜 鉄道駅 １０月～１１月
横浜市立

あざみ野第一小学校
２１０名

５／６年生
６クラス

６回に分けて実施

横浜 鉄道駅 １０月～１１月
横浜市立
山内小学校

２８０名
５／６年生
８クラス

８回に分けて実施

川崎 鉄道駅ｏｒ小学校 未定 市内小学校 未定

日立市 鉄道駅ｏｒ小学校 未定 市内小学校 未定

北陸信越 高　岡 学校 ９月予定 未定 未定 出前講座

京　都 鉄道駅 １０月予定 未定（調整中） 未定 （注）１．２

大　阪 鉄道駅 １１月予定 未定（調整中） 未定

広島 鉄道駅 ５月予定 瀬戸中学校 ４０名

広島 産業会館 １０月予定 広島県内の高等学校 未定

山口 未定 ６月予定 中村女子高等学校 未定

※１

2

平成１５年度交通バリアフリー教室（総合学習）開催予定

東　北

　近畿運輸局においては、平成１５年度交通バリアフリー教室は、７ヶ所での開催を予定し
ており、現在、鉄道事業者及び関係自治体と駅・開催月日等について調整を行っているとこ
ろです。この内、小中学校の総合的な学習の時間を対象としたバリアフリー教室は、２ヶ所
を予定しておりますが、開催箇所数は今後関係自治体との調整において変更があります。

　さらに、近畿運輸局全体としての総合学習への取り組みとして、近畿運輸局の業務や施策
等のPR、環境及び交通バリアフリー等の学習・体験の場を設定することとし、現在実施に向
けてテーマ、講義内容、説明時間、担当課等を取りまとめているところでです。
今後は、取りまとめたテーマを公開することによって、小中学校からの依頼に基づき、総合
的な学習の時間における交通バリアフリー等の取り組みを随時実施することとしています。

近　畿

中　国

関　東



府省・団体名 国土交通省

事業（施策）名 市民連携サポートセンター （継続）

実 施 主 体 、市民団体等NPO

趣 旨 ・ 目 的 近年、水辺への注目が集まる中、水辺で活動する市民団体等の数も

増加してきている。このため、水辺での環境学習、体験活動をより推

、 、進するために 流域・地域ごとに市民連携サポートセンターを設置し

サポートセンターを中心として市民団体間で必要な情報を共有できる

仕組みを構築するとともに、活動に必要な人材リストの提供や、行政

と市民団体の間及び市民団体間の活動のコーディネート等を行うこと

により、河川管理者と地域住民・ＮＰＯ等が連携した、個性豊かな自

立型地域社会の形成を推進する。

対 象 者 小中高生等

概 要 行政と市民団体等の橋渡しを行う中間 が市民連携サポートセンNPO

ターにおけるコーディネート機能の役割を果たし、市民団体等が持つ

ノウハウ等を活用するための人材に関する情報の提供、派遣を行う。

また、流域・地域ごとに市民連携サポートセンターを設置し、市民

団体等の持つ地域のきめ細かい情報や専門知識を共有するとともに、

行政側からの情報を提供することにより市民団体等の活動の活性化を

図るなど、双方向の情報交換の担い手となり、市民の環境学習、自然

体験活動の推進を図る。

実 施 期 間

連携・協力先 文部科学省、環境省

連携・協力内容 各省がそれそれのフィールドでの活動の推進を実施しているため、こ

れらが連携することにより、それぞれが持つ専門性を互いに発揮し、

最大限の効果を期待できる。 、

＜２７＞

Administrator



地域住民との連携のための中間型NPOのイメージ

行 政 機 関

自然再生
の要望

全国各地での
先進的取組の
紹介

小中学校における
環境学習の推進

住民意見を反映した
河川の管理・整備

住民が主体とな
った河川の管理
による自然の保
全・復元

協議会の
ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ

整備
要望

意見集約し
行政へ提案

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ要望

ｱﾄﾞﾌﾟﾄﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ
の構築・実施

支援
要望

川の指導者
の推薦

問い合わせ

情報の提供

連 携

ＮＰＯとの連携による
自然再生事業の推進

中間型NPO
（ブロック単位）

・市民団体や有識者のリスト
・コーディネートのノウハウ
・地域に根ざした方による活動



府省・団体名 国土交通省

事業（施策）名 子どもの水辺サポートセンター開設 （継続）

実 施 主 体 国土交通省、環境省、文部科学省

趣 旨 ・ 目 的 近年、子どもたちの自然離れが進む中、水辺を環境学習や体験学習の

14 7場として活用し、水辺に子どもの賑わいを復活するために平成 年

月に（財）河川環境管理財団内に開設しました。また、平成 年度よ11

り国土交通省、文部科学省、環境省が連携して進める「子どもの水辺

再発見プロジェクト」の更なる推進及び水辺で活動する地域住民や教

育関係者を支援する。

対 象 者 小中高生、大学生、地域住民

概 要 子どもの水辺サポートセンターでは、安全な水辺での活動をコーディ

ネートできる人材の紹介や資機材（ライフジャケットなど）の貸し出

し、学校の先生方等を対象とした環境学習プログラムの講習会の実施

など、ソフト面から水辺での活動を総合的に支援します。

実 施 期 間 平成１４年７月～

連携・協力先 文部科学省、環境省

連携・協力内容 各省がそれそれのフィールドでの活動の推進を実施しているため、こ

れらが連携することにより、それぞれが持つ専門性を互いに発揮し、

最大限の効果を期待できる。 、

＜２８＞

Administrator



府省・団体名 国土交通省

事業（施策）名 「子どもの水辺」中部ブロック連絡会議 （継続）

実 施 主 体 国土交通省、環境省、文部科学省

趣 旨 ・ 目 的 平成 年度より実施している国土交通省、文部科学省、環境省が連11

14携して進める「子どもの水辺再発見プロジェクト」において、平成

年 月に新たな仕組みを導入するとともに、平成 年 月に（財）河5 14 7

川環境管理財団内に子どもの水辺サポートセンターを設置し 「子ども、

の水辺」における活動を総合的に支援する体制を整える等、各地域に

おける活動の更なる推進が図られている中、関係部局、市民団体間等

の情報の共有、連携強化を図り、中部地方において「河川は流域社会

の共有財産である」との基本理念に基づき 「地域の水辺と子どもの体、

験活動」について今後の地域連携の方向性を探るとともに、本施策を

一層推進することを目的としている。

対 象 者 市民団体、教育関係者、河川管理者等

概 要 本会議は、平成 年 月 日、参加者総勢 名（中部地方におい15 2 7 138

て、水辺の環境学習や体験活動に取り組む方々や関心のある方、河川

管理者、教育関係者、市民団体等）により開催され、行政各担当部局

の担当者と市民の方々が一同に会し、様々な意見交換が行われた。特

（ 、 、 、 ） 、に各県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 毎に開かれた分科会では

取組みに当たっての課題が積極的に議論され 「各県毎のネットワーク、

をつくろう」という意見が多く出された。また、市民と行政、市民ど

うしそれぞれのネットワークが相互につながったことが今回の会議の

大きな収穫である。

実 施 期 間 平成 年 月 日15 2 7

連携・協力先 文部科学省、環境省

連携・協力内容 各省がそれそれのフィールドでの活動の推進を実施しているため、

、 、これらが連携することにより それぞれが持つ専門性を互いに発揮し

最大限の効果を期待できる。 、

＜２９＞

Administrator



府省・団体名 国土交通省

事業（施策）名 「世界子ども水フォーラム」の開催

実 施 主 体 「世界子ども水フォーラム」実行委員会

今日の水をめぐる環境問題は、私たちの生活様式や産業活動が原因で起趣 旨 ・ 目 的

きたものといえるが、現代の水と子どもたちをめぐる問題は「過度の技術

発展」と「技術発展の不足」という二つの矛盾し合う状況が、同時に存在

することに起因している。先進国では、子どもたちと水とのふれあいが希

薄となり水道水や下水道施設に依存せざるを得ず、単なる水の消費者とな

っている。一方、開発途上国の多くは深刻な水問題を抱えており、子ども

たちは水汲みという重労働を強いられ、生活環境も不衛生な状況である。

これらの問題の解決を目指して、将来大人になる子どもたちも、自分たち

の問題として認識し、考える必要があることから（１）異なる文化圏や世

代間で、子どもたちのコミュニケーション能力を高めること （２）家庭、

や地域社会の重要な一員として、子どもたちに自尊心と自信を持たせるこ

とができればとこの「世界子ども水フォーラム」を開催した。

対 象 者 歳～ 歳12 18

「世界子ども水フォーラム」は、平成 年 月 日～ 日の 日間に概 要 15 3 18 22 5

渡り、京都、滋賀、大阪の 会場で開催され、総参加国数 カ国、3 32

参加総勢 名（国内 名、国外 名）の子どもたちが参加した。フォ109 50 59

、 、 （ ） 、ーラムでは 分科会 全体会において １ 家庭における安全な水の確保

（２）学校環境での水と衛星 （３）洪水や渇水、地震などの災害時に子、

どもの環境を守る （４）水の多様な使い方－自然、遊び、文化という４、

つのテーマについて話し合い、自分たちにどのような行動が可能かを考え

る時間を設け、また、世界子ども水フォーラムの後に自分たちに何ができ

るかを話し合った。

実 施 期 間 平成 年 月 日～ 日15 3 18 22

連携・協力先 文部科学省、環境省

連携・協力内容 各省がそれそれのフィールドでの活動の推進を実施しているため、こ

れらが連携することにより、それぞれが持つ専門性を互いに発揮し、

最大限の効果を期待できる。

＜３０＞



府省・団体名 海上保安庁警備救難部環境防災課

事業（施策）名 漂着ゴミ調査 （継続）

実 施 主 体 海上保安庁

趣 旨 ・ 目 的 海上保安庁では、海洋環境保全対策の一環として、海洋環境保全の

、 、ための指導・啓発活動を実施しているが 海洋環境の保全のためには

一般市民、特に次世代を担う小学生などの子供たちに幼い頃から海を

きれいにする気持ちを持ってもらうなど、国民一人一人のモラルに訴

えかける指導･啓発活動が重要である。

また、海岸に大量に漂着するゴミのうち、自然には分解しないプラ

スチック等の石油化学製品が多くを占め、景観だけでなく海洋生物へ

の影響など無視出来ない環境問題となっていることから、参加者への

啓蒙と海岸に漂着する実態の把握を目的として実施している。

対 象 者 小中学生、一般市民、マリンレジャー愛好家

概 要 海岸に漂着するゴミの中で、日常生活からでるゴミの占める割合を

実感してもらうため、海岸に漂着したゴミの回収、分類、集計を実施

する。

実 施 期 間 毎年６月に 「海洋環境保全推進週間」を設け、その期間に重点的に

開催している （推進週間は、１１月にも規模を縮小して実施 。。 ）

連携・協力先 地方自治体、一般市民、ＮＰＯ

連携・協力内容 海上保安庁、地方自治体、ＮＰＯのそれぞれが行っている漂着ゴミ

調査に相互に参加・協力し、また必要に応じて調査結果の共有等を行

っている。
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府省・団体名 全日本中学校長会

事業（施策）名 調査研究・報告等 （継続）

実 施 主 体 全日本中学校長会

趣 旨 ・ 目 的 本会は、全国各都道府県中学校長会相互が緊密な協調を保ち、中学

校教育の振興を図り、国家社会の発展に寄与することを目的とする。

調査研究については、その時々の課題に応じてテーマを定め 「学校、

５日制下での奉仕・体験活動のあり方（H13) 「－地域等との連携によ」

る－部活動等実践事例（H13) 」等を実施している。

対 象 者 全国各都道府県中学校長会

概 要 １ 各部の広報活動・調査研究

総務部、教育研究部、教育情報部、生徒指導部、編集部、

事業部 等

２ 各学校との連携

３ 他団体等との連携

実 施 期 間 平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日

連携・協力先 さわやか福祉財団

日本青年奉仕協会

中央青少年団体連絡協議会 等

連携・協力内容 １ 奉仕活動・体験活動に関する情報収集

２ 「総合的な学習の時間」での情報交換

３ 上記の広報活動

４ その他
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府省・団体名 全国特殊学校長会

事業（施策）名 障害児の地域活動促進事業 （継続）

実 施 主 体 全国知的障害養護学校ＰＴＡ連合会

趣 旨 ・ 目 的 休日、放課後における児童・生徒の地域生活を充実する。

対 象 者 障害のある児童・生徒

概 要 全国を１０ブロックに分けて、中心の事業校を指定し、ボランティ

アリーダーの養成セミナー実施による各校ＰＴＡの情報交換、学校週

５日制への対応等を推進する。

実 施 期 間 平成１４年４月１日～平成１６年３月３１日

連携・協力先 社会福祉医療事業団の助成を受けて事業を実施

連携・協力内容
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府省・団体名（社）全日本社会教育連合会

事業（施策）名 雑誌「社会教育」の発行 （継続）

実 施 主 体 （財）全日本社会教育連合会

趣 旨 ・ 目 的 生涯学習社会の中で、社会教育のあり方、進むべき方向性を考え、

発信する、学術総合情報誌

対 象 者 生涯学習・社会教育に関心を持つ人、関係者

概 要 内容 論文、事例、トピックス、誌上セミナー、読者交流、その他

毎月１回発行

実 施 期 間 通年

連携・協力先 関係機関、団体

連携・協力内容 情報収集・情報提供
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府省・団体名 社団法人中央青少年団体連絡協議会

事業（施策）名 ボランティア活動「体験交流スタディズ」 （拡充）

実 施 主 体 （社）中央青少年団体連絡協議会

ボランティア活動「体験交流スタディズ」実行委員会

趣 旨 ・ 目 的 平成１２年、１３年度に社団法人中央青少年団体連絡協議会が実施

した事業を取りまとめた内容を編集した「誰かにつなげて見えない感

謝 「ボランティア活動事例集」を教材にして、全国１２会場に少年団」

体で活動する小学生・中学生・高校生とその友達が集い、ボランティ

ア活動の体験交流を進めることを通じて、ひとりでも多くの子どもた

ちに主体的に地域社会などで活動を進めることに重要さを認識し、広

げていく事業として展開する。

対 象 者 小学生・中学生及び高校生年齢者

概 要 ・青少年が作成した報告書（教材）をもとに、ボランティア活動につ

いて学びあう。

・体験交流をしあいボランティア活動の内容を深め合う。

・自分たちの地域社会で、青少年団体活動を通じてどのようにボラン

ティア精神を育み、将来リーダーとなるかを学びあう。

実 施 期 間 平成１５年９月１日～平成１６年２月２８日

連携・協力先 ・本会加盟少年団体

・北海道、秋田、山形、栃木、群馬、福井、岐阜、和歌山、広島、香

川、鹿児島、大分県の青少年団体連絡協議会

・市町村教育委員会

・学校

・社会教育・福祉財団

連携・協力内容 本会ボランティア活動「体験交流スタディズ」実行委員会と加盟少

年団体の各地域少年団体及び教育委員会等が連携・協力し、小中高校

生やご父兄、教育機関、施設等にチラシを配布し事業への参加呼びか

けと動員を企てる。

また、地域において本事業実施に向けての協力者と、子どもたちと

日頃接しているリーダーの確保と協力による。
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府省・団体名 （社）日本青年奉仕協会 

 

事業（施策）名 

 

青年長期ボランティア計画              （新規） 

実施主体 

 

日本青年奉仕協会ならびに各活動先 

趣旨・目的 

 

 

 

 

 

①青年たちがさまざまな社会課題に取り組む団体の活動にボランティ

アとして参加し、社会貢献活動を行う。 

②活動を通して青年が視野を広げ、社会を見つめる眼を育て、活動終了

後、地域のボランティア活動を推進するリーダーとしての学びを深め、

地域づくり、社会づくりに参画していく。 

対象者 

 

 

 

・１８歳～３０歳の青年 

・自らの力を社会に役立て、その経験を活かしてボランティア活動を推

進するリーダーになろうという意欲と情熱があること 

概要 

 

 

 

 

 

 

青年が、一定の長期的な期間（６ヶ月～１年）、活動の対象となる地域

に滞在してボランティア活動に専念する。活動分野はさまざまで、子ど

もの活動をサポートする教育分野、高齢者の生活を支える高齢者福祉分

野、障害者の自立支援や生活支援を行う障害者福祉分野、地域づくりに

取り組む地域振興分野、そのほか医療保健、環境などさまざまな分野で

活動している全国各地の団体・機関・自治体 

 

実施期間 

 

平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日 

連携・協力先 

 

 

 

ボランティアを受け入れる活動先（さまざまな分野で公益的な活動に従

事している団体） 

ボランティア活動推進機関、社会福祉協議会、教育委員会、青少年団体

など 

 

連携・協力内容 

 

 

青年ボランティアの受け入れ 

青年ボランティアのスキルアップと学びを深めるための情報・機会の提

供 

募集・広報の協力（参加者募集、活動先募集） 
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府省・団体名 （財）さわやか福祉財団

事業（施策）名 ふれあいボランティアパスポート普及事業 （拡充）

実 施 主 体 （財）さわやか福祉財団

趣 旨 ・ 目 的 児童・生徒のボランティア活動のきっかけづくりが主な目的である

が、コミュニケーション能力を育て、自己肯定感を持てるようにする

ことなども目的の一つである。

対 象 者 小・中・高校生

概 要 児童・生徒のボランティア活動のきっかけづくりのために、シール

を貼って楽しみながらボランティア活動の記録ができ、さらに記録を

達成すると、企業から達成人数に応じた一定額の寄付を環境・福祉等

のボランティア団体にできるふれあいボランティアパスポートを２万

冊（計画）発行し、全国の児童・生徒を対象に配布し、ボランティア

活動に参加してもらう。

実 施 期 間 平成１４年度～平成１５年度

連携・協力先 ・平成１４年度～ アメリカン・エキスプレス－日本

・平成１５年度 親切会

連携・協力内容 ・助成金の提供及び企画への参画
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府省・団体名 日本商工会議所    
 

 事業（施策）名  各地商工会議所の教育支援の取組み            （継続） 

 実 施 主 体  全国各地の商工会議所 

 趣 旨 ・ 目 的 
  教育現場では、昨年４月から完全週５日制や総合的学習の時間が導入さ

れ、これにともない地域の教育機関と連携をとりながら体験学習を推進す

るなど各地商工会議所の役割がますます重要となってきているため、今年

度も引き続き地域の教育に対する支援・協力活動を行う。 

 対 象 者  一般 

 概     要 
１）職業体験などの受け入れ企業紹介 

２）インターンシップ 

３）キッズマート（商業体験） 

４）社会人講師の派遣または紹介 

５）教員研修の受け入れ 

６）民間人校長の推薦 

７）学校評議員制への協力 

８）大学と企業との連携 

９）留学生支援 など  

 実 施 期 間  事業によって異なる 

 連携・協力先  ・地元の会員事業所 

・地元の各学校 

・奉仕活動・体験活動の場の提供に関する取組を実施している団体 など

 

 連携・協力内容 ・会員事業所への協力呼びかけ（受け入れ企業の募集・紹介など） 

 ・各推進協議会への参画（例 インターシップ推進協議会など） 
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府省・団体名 財団法人河川環境管理財団 子どもの水辺サポートセンター 

事業 水辺における体験学習の推進事業           （継続） 

実施主体 財団法人河川環境管理財団 子どもの水辺サポートセンター 

趣旨・目的 

子どもたちの自然離れが進む中、水辺を環境学習や体験学習の場とし

て活用し水辺に子どもの賑わいを復活することを目的とし、川で子ども

たちが活動をするにあたっての相談窓口や情報発信・交換のセンターと

して、日本各地域の活動を積極的に支援する。 

対象者 子どもを中心とした国民一般 

概要 

・水辺における環境教育・体験学習に関する各種講習会の開催：様々な

ニーズに応じた内容の講習会の開催およびアンケートの実施 

・教育プログラムの開発及びその運用。 

・各種媒体による情報発信：ホームページ・メールマガジン・ニュース

レター・機関紙等の様々な媒体を利用した情報発信の実施及び学校関

係者・市民団体等が水辺を利用した環境学習を行う際の相談窓口の設

置。 

実施期間 通年 

連携・協力先 

・水辺を利用した環境学習を行っている市民団体 

・各種教育関係団体（学校教育関係団体、社会教育関係団体） 

・文部科学省・国土交通省・環境省等、国の機関および都道府県・市町     

村 

連携・協力内容 

・イベント時における各府省・都道府県・市町村の支援・協力等 

・情報伝達の際の各府省・都道府県・市町村の協力 

・各府省・都道府県・市町村との情報の共有 
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